
第 章

マスタープランの実現と 

まちづくりのマネジメントの展開 

１ 協働・共創の関係性の構築 

２ データ活用によるまち・ひと・都市活動の分析 

３ 地域主体の創造的な活動・事業の育成 

４ マスタープランの進行管理 
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マスタープラン 

の 

進行管理

地域主体の創造的 

活動・事業への支援 

まちを牽引する地域力の育成

「目指すまちのすがた」の実現に向かって、 
多様なひとの力を結集し、まちづくりを 
効果的かつ着実に進めていくために 

まちづくりマスタープランで掲げた「目指すまちのすがた」（第３章）の実現に向けて、分野別

（第４章）、地区別（第５章）に定めたまちづくりの方針を着実に進めていくため、品川区（行政）

だけでなく、まちに関わる多様なひと・組織のつながりを強化し、その力を活かせるように、「協

働・共創の場・関係性の構築」（①）を進めていきます。 

また、つながりを強めたひと・組織が、多種多様なデータを活用して様々な角度から都市活

動等を分析し、地域の課題やニーズを顕在化させていく（②）とともに、まちの課題解決・魅力

創造を牽引する地域主体の創造的な活動・事業を育成（③）することで、まちのブランド力を向

上させていきます。 

さらに、まちづくりマスタープランに基づく取り組みがどのように進展し効果を発揮している

か、あるいは、課題が残されているかについて点検・評価等を行い、取り組みの改善を行う

（④）ことによって、次世代に向けて、着実で、より効果的なまちづくりを展開できるよう進行管

理の仕組みを確立していきます。 

目指すまちのすがた

２
まちづくりの方針

【分野別】 

【地区別】

次世代に向けて、着実で、より効果的なまちづくりの展開

協働・共創の関係性の構築 

多様なひと・組織の力を活かせる“場”づくり

３

４

計画の点検・評価、改善 

のサイクルの確立
品川区のまちづくり 
（施策・事業の実施） 

データ活用による 

まち・ひと・都市活動の分析

課題・ニーズ・ポテンシャルの顕在化 

１
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協働・共創の関係性の構築 

―――多様なひと・組織の力を活かせる“場”をつくる 

まちに住み、働き、活動・滞在する様々なひと（区民）や事業者、

まちづくり団体、品川区（行政）とまちをつなぎ、相互の交流や協

働・共創の関係性を構築して、多様なひと・組織の力を活かせる場

をつくっていきます。 

「子どもたちのアイデア等を活かした公園づくり」ワークショップ

と障害の有無に関わらず、みんなで遊べる公園の整備 

〔大井坂下公園〕 

区内の小学生や障害のある子どもたちを対象に、インクルーシブ公園（障害

の有無に関わらず、みんなで遊べる公園）を整備するためのアイデアを考えるワ

ークショップを実施。子どもたちからは８０個以上のアイデアが出され、大井坂下

公園には車いすの子と一緒に頂上まで登ることができる複合遊具や寝ころんだ

まま乗れる皿型のブランコなどのアイデアを取り入れました。 

１

相互の交流、協働・共創の関係性を構築し、 

多様なひと・組織の力を活かせる“場”をつくる

 品川区（行政） 

柔軟な組織づくり  補助金制度の積極的活用  情報発信と意見収集 

協力

   関係機関（国・東京都等） 

区 民 

まちに住み、働き、 

滞在する様々なひと 

など 

事業者 

企業・事業所、 

ライフライン事業者、 

開発事業者、交通事業者

など 

まちづくり団体

町会 自治会 商店街(会)

ＮＰＯ

など

多様なひとの協働・共創（例）



６-3 

データ活用による 

まち・ひと・都市活動の分析 

――地域の課題・ニーズ・ポテンシャルを顕在化させる 

膨大なまち・ひと・都市活動のデータの分析を通じて、社会サー

ビスや公共空間の利用などの課題やニーズ、ポテンシャルを顕在

化（見える化）する技術が進展しています。 

例えば、ビッグデータ＊を活用してひとの集積や人流の変化など

をきめ細かく把握できるようになると、時間帯や曜日などによって

広場や道路空間の使い方を変えることも可能になると考えられま

す。そのため、今後は、こうした分析から見える地域の特性やニー

ズに応じて、多様な機能を持つ都市空間や都市基盤の活用の可能

性・柔軟性を広げる仕組みを確立し、まちの課題解決や新たな魅力

創造につなげていきます。 

また、行政等が保有する多種多様な情報をオープンデータ＊とし

て広く公開し、区民や事業者、まちづくり団体などが手軽に利活用

できるようにすることで、多様な主体が様々な角度で分析を行い、

創造的な活動・事業の展開を活発化させていくような環境を充実

させていきます。 

２

膨大なまち・ひと・都市活動のデータ 

ビッグデータ 

地域の課題解決 

新たな魅力創造

都市空間・都市基盤の柔軟な活用と 
そのための仕組みづくり 

行政等が保有する多種多様な情報の公開 

オープンデータ 

創造的な活動や 
新たな事業の展開 

モニタリング･分析による 
課題 ニーズ ポテンシャルの顕在化
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地域主体の活動（例）

地域主体の創造的活動・事業への支援 

―――まちの課題解決や魅力創造、ブランド力の向上を

牽引する地域力を育てる 

魅力ある地域の環境や価値を維持・向上していくためには、都市

開発事業等でまちを「つくる」取り組みとともに、つくられたまちとそ

の魅力・価値を地域主体で「育てる」ことが重要になります。 

まち（公共空間や施設等）の管理運営やまちづくり・景観形成等

のルールの策定・運用など、区民や事業者、まちづくり団体などが

主体となって行う活動や事業を支援していくことで、快適で魅力的

な環境の創出や美しい街並みの形成、安心・安全な地域づくり、伝

統・文化の継承など、まちのブランド力の向上につなげていきます。 

地域に根差し、まちの魅力と価値向上を目指したまちづくり活動 

〔大崎駅周辺地域におけるエリアマネジメント＊〕 

大崎駅周辺地域では、地域住民、企業、団体、行政等の様々な主体の連携に

より、各まちづくり組織を一本化して都市空間の効率的な維持管理や地域活性

化のためのエリアマネジメント活動を展開しています。 

運河沿いの水辺空間を活かして季節の花を楽しむプロジェクト 

〔しながわ花海道〕 

地元の商店街が中心となって立ち上げたプロジェクトで、約２ｋｍに及ぶ運河

の土手に沿って学校や町会などが花壇を自主管理しています。春は菜の花、夏

はひまわり、秋はコスモスなど、季節ごとに花を楽しめる地域の風物詩となって

います。

３

伝統文化の継承

美しい街並みの
形成 

快適で魅力的な
環境の創出 

安全・安心な
地域づくり 

まちのブランド力の向上

区民､事業者､ 

まちづくり団体による 

創造的な 

まちづくり活動・事業 

まちを牽引する地域力の育成
●専門家派遣 
まちづくり団体等の勉強会や講習

会に、専門的な知識と豊富な経験

を持つ専門家を派遣 

●まちづくり補助金交付
まちづくり団体等に対して、団体の

運営に必要な活動費の一部を補助

品川区の支援策
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マスタープランの進行管理 

―――計画の評価・点検、改善のサイクルを確立する 

概ね５年ごとに最新の統計データを活用した分析や施策事業の

進捗状況確認などにより、マスタープランに基づくまちづくりの成果

を定期的に評価し、適時適切に取り組みの改善を行っていきます。 

また、オープンデータ＊などの充実を進めることにより、区民・事

業者・専門家等によるデータの活用や、幅広い視点からの評価・分

析、提言を受けて、効果的な改善行動につなげていきます。

４

品川区まちづくりマスタープラン 

に基づくまちづくりの展開 

地
域
主
体
の
ま
ち
づ
く
り

品
川
区
の
ま
ち
づ
く
り
（施
策
・
事
業
の
実
施
）

概ね５年のサイクルを目安とした 

まちづくりのマネジメント 

（モニタリングと評価・改善） 

 進行管理の体制構築 
モニタリング・評価手法・体制の構築・情報共有

取り組みの改善

 データの分析  
最新の統計データを活用した分析 

 進捗状況確認  
各事業主体による事業進捗の確認 

 区民等の意向把握  
アンケート調査（子どもたちの意見集約）などの実施

 成果評価  
マスタープランに基づく評価 
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進行管理 

スケジュール（想定） 

2０24（令和６）年 

2０2５（令和７）年 

2０2６（令和８）年 

2０2７（令和９）年 

2０2８（令和１０）年 

2０2９(令和１１）年 

2０３０(令和１２）年 

2０３１(令和１３）年 

 2０３2（令和１４）年  

次期まちづくり 
マスタープランの
策定

●関連指標整理

●評価指標の見直し

品川区（行政） 
区民、まちづくり団体、 

事業者 等

評価 

点検

※「第 4 章 ⑥都市生活と住まい」は、 

東京都住宅マスタープランの改定状況 

を踏まえて見直しを行う

改善 

検討

評価 

点検

施策 

事業 

施策 

事業 

施策 

事業 

改善 

検討

施策 

事業 

施策 

事業 

進行管理の 

体制構築

施策 

事業 

●データの分析 
●進捗状況確認 
●区民等の意向把握 
●成果評価 

取り組みの 

改善

施策 

事業 

施策 

事業 

施策 

事業 

国・東京都 等

 2０2３（令和５）年  

品川区まちづくり 

マスタープラン改定

オープンデータ等 

の活用・分析 

【適宜】

提案・連携・支援 

【適宜】

●国勢調査 

●都市計画基礎調査

●土地利用現況調査

●住宅・土地統計調査

●経済センサス 

●道路現況調書 

●公園調書 

●鉄道乗降客数 

          など 

さまざまな情報や統計を 

オープンデータとして公表 

【適宜】

 次期マスタープランの改定検討  

●進捗状況確認 
●成果評価         ●パブリックコメント
●課題分析 
●計画改定検討 
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分野別の評価指標 

（現状値・目標値） 

●分野別まちづくり方針（第４章）に基づくまちづくりについて、計画

の点検評価を行う代表的な指標と現状値・目標値を６つの分野

ごとに設定し、数値の推移のモニタリングを行います。 

●「強靭なまち」につながる分野連携の成果については、各分野で 

マークを付けた指標で総合的に評価します。

防災・復興
１

（目標） 

様々なリスクに 

しなやかに 

対応できるまち

代表的指標 現状値（年） 目標値（年）

不燃領域率 

品川区長期基本計画 

２０２０（令和２）年４月 ７０％以上 
〔２０２９（令和１１）年〕

各地区 
５０％前後 

〔２０１９（令和元）年〕 

市街地の延焼率がほぼ０となるよう、不燃領域

率７０％以上の燃えにくいまちを目指す。

密集市街地を中心に、災害発生時に避難場所

や活動拠点として利用できる広場を増やす。

住宅の 

耐震化率 

品川区耐震改修促進計画 

２０２１（令和３）年３月

木造住宅やマンション等の耐震性が不十分な住

宅を概ね解消することを目指す。

概ね解消 
〔２０２５（令和７）年〕

９１％ 

〔２０２０（令和２）年〕 

防災広場 

の整備数 

２０２２（令和４）年３月

４９箇所 
〔２０３１（令和１３）年〕

４０箇所 

〔２０２２（令和４）年〕 

優先整備路線や特定整備路線に位置づけた都

市計画道路の整備による整備率向上を目指す。

すべてのひとが安全に安心して鉄道車両へ乗

降できる駅を増やす。

細街路の拡幅整備を行い、市街地環境と防災

性の向上を目指す。

都市基盤
２ 現状値（年）代表的指標

（目標） 

多様なひとの移動 

や活動を支え、 

歩きたくなるまち

目標値（年）

都市計画道路 

の整備率 ７８％ 
〔２０３２（令和１４）年〕

６９．４％ 

〔２０２２（令和４）年〕 

鉄道駅ホーム柵の 

整備駅数 ３６駅 
〔２０３２（令和１４）年〕

２６駅 

〔２０２２（令和４）年〕 

細街路の整備率 

総合実施計画 

２０２２（令和４）年
５０％ 

〔２０２９（令和１１）年〕

３９％ 

〔２０２１（令和３）年〕 
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現況値・目標値は長期基本計画や各種事業計画に基づいて設定しています。

各分野のまちづくりの目標に対して、方針や取り組みの進捗状況の点検評価を行う

際には、この代表的指標のほか、都市計画基礎調査の分析結果や各種統計調査等を

基に関連指標を整理して成果の評価や課題の分析を行います。 

水とみどり
３

（目標） 

水とみどりから 

居心地のよい 

空間がつながり、 

広がるまち

代表的指標 現状値（年） 目標値（年）

みどり率

２０２２（令和４）年３月
21.７％ 

〔２０３１（令和１３）年〕

21.1％ 

〔２０２０（令和２）年〕 

公園・緑地や道路、民有地（屋上）などのみどり

を約１５．０ｈａ 増やすことを目指す。

ＮＰＯ やエリアマネジメント等と連携して、地域

主体で維持管理、活用できる公園を増やす。

区有船着場 

の利用回数

２０２２（令和４）年３月

区有船着場の利用回数を増やし、舟運の活性化

や水辺のにぎわいを広げていくことを目指す。

４５０回／年 
〔２０３１（令和１３）年〕

１５０回／年 

〔２０２０（令和 ２）年〕 

地域が利用促進・ 

管理する公園

２０２２（令和４）年３月

２２箇所 
〔２０３１（令和１３）年〕

１０箇所 

〔２０２２（令和４）年〕

地区固有の資源や個性を活かして独自の景観

ルールを定める地区を増やすことを目指す。

今後１０年間で優先的に無電柱化を推進する必

要がある４路線の整備を目指す。

都市景観
４ 現状値（年）代表的指標

（目標） 

地域固有の界隈性 

を楽しみ、魅力・活力

を継承創造するまち

目標値（年）

景観重点 

地区数 

品川区景観計画 

２０１１（平成２３）年１月 

※以降、重点地区追加

５地区 
〔２０３２（令和１４）年〕

４地区 

〔２０２２（令和４）年〕 

区道の無電柱化 

の整備延長 

品川区無電柱化推進計画 

２０２０（令和２）年５月

約２４．２ｋｍ  
〔２０２９（令和１１）年〕

約２３．３ｋｍ 

〔２０２０（令和２）年〕 



６-9 

環境・
５

（目標） 

エネルギーを 

効率よく使いながら

快適に暮らせるまち

代表的指標 現状値（年） 目標値（年）

建築物の省エネ化に

よる温室効果ガス 

排出削減量
１４５ 千 ｔ-ＣＯ2

＊

〔２０３０（令和１２）年〕〔２０１３（平成２５）年〕 

省エネ基準を満たした建築物の推進により、温

室効果ガス排量の削減を目指す。

高効率な給湯器や照明等の導入により、温室効

果ガス排出量の削減を目指す。

エネルギー導入量

品川区環境基本計画 

２０１８（平成３０）年３月

新築・改築にあわせた再エネ設備の導入で、購

入するエネルギーも含めた低炭素化を目指す。

〔２０２７（令和９）年〕

３３施設 

〔２０１６（平成２８）年〕 

住宅での効率的な

省エネルギー機器の

導入による温室効

果ガス排出削減量
 ９０ 千 ｔ-ＣＯ2

＊

〔２０３０（令和 １２）年〕〔２０１３（平成２５）年〕 

現状よりも、「品川区に住み続けたいと思う区

民」を現状よりも増やすことを目指す。

要配慮者の入居に対する支援を行い、誰もが安

心して住み続けられるまちを目指す。 

不適正管理状態の空き家所有者に通知等
の啓発を行い、改善を目指す。

６ 現状値（年）代表的指標

（目標） 

多様な で

豊かに生活し、 

住み続けられるまち

目標値（年）

定住意向

品川区長期基本計画 

２０２０（令和２）年４月
向上

〔２０２９（令和１１）年〕

91.6％

〔２０１９（令和元）年〕 

住宅確保要配慮 

者の入居件数

総合実施計画 

２０２２（令和４）年

４３０件 
〔２０２９（令和１１）年〕

３０件 
〔２０２１（令和３）年〕 

不適正管理状態 

から改善された 

空き家

総合実施計画 

２０２２（令和４）年

４９６件 
〔２０２９（令和１１）年〕

１７６件 
〔２０２１（令和３）年〕 

＊ｔ-ＣＯ２: 温室効果ガスの発生量を示す単位のこと。６種類の効果ガスをＣＯ２基準で換算して重量で表したもの。 
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検討体制 

マスタープランの改定は、学識経験者、区内関係団体、公募区民

等で構成する委員会を立ち上げ、検討を進めました。 

●改定委員会 

【役 割】 

改定委員会は、品川区まちづくりマスタープランの改定に関する事

項を審議し、その結果を区長に報告します。 

【構成員】 

学識経験者３名、 

区内関係団体１３団体、公募区民２名、 品川区１名  計１９名 

●庁内検討委員会 

【役 割】 

庁内検討委員会は、改定にあたりまちづくりに関連する各分野につ

いて、全庁横断的に調査・検討を行います。 

【構成員】 

企画部２名、地域振興部３名、文化スポーツ振興部２名、 

福祉部３名、都市環境部９名、防災まちづくり部１０名   計２９名 

１

報告 

意見 
意見 

改定委員会 

庁内検討委員会 

区     長 

品川区 

都市計画審議会 

区 民 意 向 

区

議

会

付託 報告 

情報提供 

報告 

意見 

事務局（都市計画課） 東  京  都 
協議 
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品川区まちづくりマスタープラン改定委員会名簿 

区分 役職 氏 名 所 属 

学識経験者 

（３名） 

委員長 野澤 康 工学院大学 教授 

副委員長 村木 美貴 千葉大学大学院 教授 

委員 菅原 麻衣子 東洋大学 教授 

区内関係団体 

（１３団体） 

委員 武田 健三 東京商工会議所品川支部 会長 

委員 廣瀬 隆博 一般社団法人 品川産業協会 代表理事 

委員 金子 正秀 品川第一地区町会・自治会連合会 会長 

委員 宇田 俊一 大崎第一地区町会・自治会連合会 会長 

委員 
有馬 紀久 大井第一町会連合会 会長   ※Ｒ４.５.９まで 

岡 賢二 大井第一町会連合会 会長   ※Ｒ４.５.１０から 

委員 越智 克巳 荏原第三連合町会 会長 

委員 
丹治 勝重 八潮自治会連合会 会長      ※Ｒ４.６.２１まで 

本間 譲 八潮自治会連合会 副会長    ※Ｒ４.６.２２から

委員 伊藤 義之 
公益社団法人 東京都宅地建物取引業協会  

品川支部 副支部長 

委員 馬越 浩明 
日本労働組合総連合会東京都連合会 (連合東京) 
品川地区協議会 議長 

委員 島 敏生 品川区商店街連合会 会長 

委員 島崎 妙子 社会福祉法人 品川区社会福祉協議会 副会長 

委員 渡辺 博明 
一般社団法人 東京都建築士事務所協会 
品川支部 支部長 

委員 松本 亨 一般社団法人 しながわ観光協会 会長 

区民 

（２名） 

委員 髙橋 明代 公募区民 

委員 懸田 幹夫 公募区民 

品川区 

（１名） 委員 
桑村 正敏 副区長      ※Ｒ４.1０.3１まで 

和氣 正典 副区長      ※Ｒ４.11.１から 
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検討経緯 

改定計画の検討は、２０２１年（令和３年）７月のアンケートによる

区民等の意向把握からはじまり、区議会への報告を行いつつ、庁

内検討会・改定委員会での検討を通じて、骨子および素案をまとめ

ました。 

検討プロセスの中で、２０２２年（令和４年）９月には、それまでの

検討状況をまとめたパネル展示（オープンハウス型説明会）を区内

４箇所で行い、お伺いした様々なご意見を素案のとりまとめに反映

しました。 

（今後、パブリックコメント～計画改定について、追記予定） 

２
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２０２１年度 ７月 ７日 品川区議会建設委員会 

(令和３年度） ７月 ８日 アンケートの実施 

～７月１２日 （区内就業・就学者向けＷＥＢアンケート） 

～７月２５日 （区民向けアンケート） 

１２月 １日 第１回庁内検討委員会 

１２月１０日 第１回改定委員会 

１月１７日 品川区議会建設委員会 

３月２３日 第２回庁内検討委員会 

３月２９日 第２回改定委員会 

２０２２年度 ４月１８日 品川区議会建設委員会 

(令和４年度） ６月 ２日 第３回庁内検討委員会 

６月１３日 第３回改定委員会 

６月２８日 品川区議会建設委員会 

８月 ８日 第４回庁内検討委員会 

８月２２日 品川区議会建設委員会 

８月２５日 第４回改定委員会 

９月１６日 品川区議会建設委員会 

９月１７日 
オープンハウス型説明会（４会場） 

～９月２４日 

１０月１４日 第５回庁内検討委員会 

１０月２７日 第５回改定委員会 

１０月３１日 品川区議会建設委員会 

１１月１６日 品川区都市計画審議会 

１２月 ２日 
パブリックコメント 

 ～１２月３１日 

１月 ●日 第６回庁内検討委員会 

１月 ●日 第６回改定委員会 

２月 ●日 品川区都市計画審議会 

２月 ●日 品川区議会建設委員会 

３月 ●日 改定・公表 

（今後、パブリックコメント～計画改定について、追記予定）
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アンケートの実施概要 

区民等の意向を把握してマスタープランの改定検討を行うため

に、２種類のアンケート調査を実施しました。 

区民向けアンケートは、品川区にお住いの満１６歳以上の方２，５

００世帯を対象に実施し、まち・まちづくりの満足度や今後の重要度

などをお伺いしました。 

また、品川区に通勤・通学してこられる方にもＷＥＢを活用したア

ンケートを実施し、区外から見たまちの魅力や居住意向等をお伺い

しました。 

３

区民向けアンケート 

調査地域 : 品川区内 

調査対象 : 満１６歳以上の区内在住者 

（品川、大崎、大井、荏原、八潮の各地区５００世帯、計２,５００世帯） 

調査方法 : 郵送配布・郵送回収 

調査期間 : 令和３年７月８日～令和３年７月２５日 

回 収 数 : 7０9 件（回収率２８．３％） 

調査項目 : ○まちづくり目標の満足度と今後の重要度 

○利用している駅周辺や商店街、利用満足度とその理由 

○まちづくりの周辺環境の変化・満足度・重要度 

〇コロナ禍における働き方・暮らし方の変化の有無 

○おおむね２０年後に品川区が備えておくべき魅力や機能 

○居住意向   など 

区内在勤・在学者向けアンケート 

調査地域 : 東京都（品川区を除く）、神奈川県、埼玉県、千葉県 

調査対象 : １６歳以上４０歳未満の品川区に在勤・在学する者 

（Ｗｅｂ 調査会社の登録モニターより抽出） 

調査方法 : インターネット調査 

調査期間 : 令和３年７月８日～令和３年７月１２日 

回 収 数 : 1,００5 件 

調査項目 : ○品川区への通勤・通学で最もよく利用する交通手段 

○就業・就学して感じる品川区の魅力 

○品川区での過ごし方 

○コロナ禍における働き方・暮らし方の変化の有無 

○品川区への居住意向とその理由   など 
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オープンハウス型説明会の実施概要 

マスタープラン改定の検討を進める中で、２０２２（令和４）年９月

に、それまで検討を行っていた「目指すまちのすがた」や「分野別ま

ちづくりの方針」等の素案、「地区別まちづくりの方針」の骨子案を

基にしてパネル展示を行い、オープンハウス形式で区民の皆さまに

ご説明するとともに、これからのまちづくりのあり方についてのご意

見を伺いました。 

説明会は区内４箇所で開催し、計３５９名の方に来場していただ

き、様々なご意見を伺いました。 

４

開催日 場所 来場者数 

令和 4 年 9 月 17 日（土） 品川区民公園（パークセンター） 

計３５９名 
令和 4 年 9 月 1８ 日（日） 大崎ニューシティ（１階イベント広場） 

令和 4 年 9 月 21 日（水） 品川区役所（屋外広場） 

令和 4 年 9 月 24 日（土） スクエア荏原（４階展示室） 

【意見聴取方法・件数】 

①当日会場（「ご意見シート」回収箱設置）    ２５件 

②当日会場（区職員の聴き取り）         １０３件 

③区ホームページでの意見募集（９/１７～３０）  ９ 件 
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用語解説 

用語 説明 

あ行 

イノベーション 「技術革新」「刷新」のこと。 

エリアマネジメント 
地域における良好な環境や地域の価値を維持・向上させるための、住民・事業主・地権者

等による主体的な取り組みのこと。 

延焼遮断帯 
市街地の延焼を阻止するため、道路、河川、公園、鉄道などと、それらの沿線に建つ不燃

化された建築物により形成される帯状の不燃空間のこと。 

オープンデータ 

国、地方公共団体および事業者が保有する官民データのうち、国民誰もがインターネット

等を通じて容易に利用（加工、編集、再配布等）できるよう、次の３つの条件に該当する形

で公開されたデータ。１．営利目的、非営利目的を問わず二次利用可能なルールが適用さ

れたもの。２．機械判読に適したもの。３．無償で利用できるもの。 

屋外広告物 
看板やはり紙、広告塔など、建物の屋上や壁面等に掲出されたもの。まちの良好な景観を

形成し、風致を維持し、公衆に対する危害を防止する観点から、「東京都屋外広告物条

例」により屋外広告物の規制を行っている。 

か行 

概
がい

成
せい 計画幅員までは完成していないが、現状で一定程度の幅員が確保されている都市計画

道路。 

崖
がい

線
せん 河川や海の浸食作用でできた崖地の連なり。都内の区市町村界を越えて連続して存在す

る東京の緑の骨格となっている。 

風の道 
都市レベルのヒートアイランド対策として、建築物の高さの制限や建築物の形態・配置の

工夫により、風の通り道をつくること。 

かまどベンチ 災害時に「かまど」として活用できるベンチ。 

旧耐震基準 
１９８１（昭和５６）年６月１日の「建築基準法」の耐震基準の見直しよりも前に用いられてい

た耐震基準。 

区民住宅 
中堅所得者層のファミリー世帯を対象に、「特定優良賃貸住宅の供給の促進に関する法

律」に基づき、区が建設した住宅や区が借上げ管理をする住宅。 

景観アドバイザー制度 
重点地区などの建築物等の景観上配慮すべき事項について、事業者等との事前相談を

行うために区が委託する、都市景観に関する専門知識・経験を有する専門家を活用した

制度。 

景観計画 
景観法に基づく規制誘導や良好な景観づくりのための制度の活用を図る計画。景観形成

の基本目標や方針を定めてその実現方法を示し、区の景観まちづくりのマスタープランと

して定めるもの。 

景観形成基準 
（景観ルール） 

地域の特性に応じて、景観に影響する建築物や工作物を客観的に規制誘導するための

基準。 

広域避難場所 
大地震時に発生する延焼火災等の危険から避難者の身の安全を確保し、火勢の弱まりを

待つ場所で、東京都が指定しているオープンスペース。 

５
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用語 説明 

公開空地 
「建築基準法」に基づく総合設計制度等の都市開発諸制度等の適用により、開発敷地内

に設けられた空地のこと。 

景観アドバイザー制度 
重点地区などの建築物等の景観上配慮すべき事項について、事業者等との事前相談を

行うために区が委託する、都市景観に関する専門知識・経験を有する専門家を活用した

制度。 

耕地整理 
農業生産性を向上させるための土地改良事業のひとつであり、不整形の耕地の区画形状

を整理し交換分合を行い、それに伴って道路や用水路の改良新設を行うこと。 

交通結節点 
異なる交通手段（場合によっては同じ交通手段）を相互に連絡する乗リ換え・乗リ継ぎ施

設のこと。具体的には、鉄道駅、バスターミナル、自由通路や階段、駅前広場やバス交通

広場、歩道などが挙げられる。 

合流式下水道 家庭等から排出される汚水と雨水を一つの下水管で集め、処理する下水道の方式。 

コージェネレーションシ
ステム 

発電とともに発生した熱を、冷暖房や給湯などに利用するシステムで、エネルギーの効率

的利用を図ることが可能。 

コミュニティバス 
交通空白地域・不便地域の解消等を図るため、市区町村等が主体的に計画し、既存の路

線以外のバスを必要としている地域に走らせるバスのこと。 

さ行 

サードプレイス 
自宅（第一の場）と職場や学校など（第二の場）の間にある、自分らしさを取り戻すことが

できる第三の居場所のこと。 

細街路 
「建築基準法」第４２条第２項に規定する道路で、幅員が４メートルに満たない狭い生活道

路などのこと。 

再生可能エネルギー 
太陽光、風力、水力、地熱、太陽熱、大気中の熱、その他の自然界に存する熱、バイオマス

など、永続的に利用することができると認められる低炭素のエネルギー源のこと。 

サテライトオフィス 企業・組織の重要拠点から離れた場所に設置されたオフィス。 

シェアオフィス 複数の人や事業者で一つのオフィス空間を共同で使用すること。またその場所。 

シェアサイクル 
地域内に設置されたサイクルポート（自転車の貸出、返却を行う場所）であれば、どこでも

自転車を借りることができ、返却することができるシステムのこと。 

市街地再開発事業 

「都市再開発法」に基づき、細分化された土地を統合し、建築物と公共施設とを一体的に

整備することにより、木造住宅密集地域や住宅、店舗および工場等が混在して環境の悪

化した市街地における土地の合理的かつ健全な高度利用と都市機能の更新を図ることを

目的とする事業。 

自転車走行空間 
車道の一部を利用した自転車レーンの設置や、歩道内で植栽帯や舗装の色などにより歩

行者と自転車を分離する手法等で整備される自転車の通行部分。 

品川産業支援交流施設
(ＳＨＩＰ) 

エンジニア、デザイナーなど起業家精神に満ちあふれた国内外のクリエイターや、さらなる

飛躍をめざすベンチャー・中小・大手企業などの交流・連携を促進し、品川区から日本、ひ

いては世界で活躍する企業を育成・ 輩出することを目的とした産業支援・交流施設。 

斜線制限 建物の前面道路の幅員によって、建物の高さを制限するもの。 

遮熱性舗装 
舗装の表面に赤外線を反射させる樹脂を塗布することなどにより、一般的なアスファルト

舗装に比べ夏季における昼間の路面温度を１０度以上低減できる舗装。 

舟運
しゅううん

ネットワーク 船によるひとの移動や物資の輸送のための航路が充実していること。 

修景 
良好な景観を形成するために、建築物や工作物の形態・意匠・色彩などの外観を周辺の

景観（街並みなど）と調和させることやストリート・ファニチャーを配置すること。 
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用語 説明 

住宅確保要配慮者 
低額所得者、被災者、高齢者、障害者、子どもを育成する家庭、その他住宅の確保に特に

配慮を要する者。 

住宅セーフティネット 
民間の空き家・空き室を活用した高齢者、障害者、子育て世帯等の住宅確保要配慮者へ

の住宅支援のこと。 

住宅履歴情報 
住宅の設計、施工、維持管理、権利資産関係という住宅の履歴に関する情報で、いつ、誰

が、どのように新築や修繕、改修・リフォーム等を行ったかを記録したもの。 

浚渫
しゅんせつ

川等の底にたまる土砂やごみを取り除くこと。 

人工知能（ＡＩ) 
人間の脳が行っている知的な作業をコンピュータで模倣したソフトウェアやシステム。人間

の使う自然言語を理解したり、論理的な推論を行ったり、経験から学習したりするコンピ

ュータプログラム等のことをいう。 

スカイライン 都市の建物群が連続する街並みの輪郭が形成する空との境界線。 

ストリートファニチャー 道路や広場など屋外の公共空間に設置される、ベンチや街路灯等の施設の総称。 

創エネルギー 
低炭素・循環型社会の実現に向け、太陽光や廃熱等を使用する再生可能エネルギー等を

用いて、地域や個人でエネルギーを創出しようとする考え方。 

総合危険度 
地震に対する地域の危険性を「建物倒壊危険度」および「火災危険度」の２つの指標と、

「災害時活動困難度係数」を加味して総合化したもの。数字が上がるほど地域の危険性

は高くなる。 

た行 

地区計画
地区の課題や特徴を踏まえ、住民と区市町村とが連携しながら、地区の目指すべき将来

像を設定し、その実現に向けて都市計画に位置付けて「まちづくり」を進めていく手法。 

地籍調査 
「国土調査法」に基づき、主に市町村が主体となって土地の所有者、地番、地目を調査し、

境界の位置と面積を測量する調査。 

長期優良住宅 
「長期優良住宅の普及の促進に関する法律」に基づき、所管行政庁により認定される住宅

で、劣化対策、耐震性、可変性などの性能を有し、長期にわたり良好な状態で使用できる

住宅。 

貯留施設 雨水を一旦貯めて、川や下水道の水位が低下した後に、ポンプ等で排水する施設。 

デジタルトランスフォー
メーション／ＤＸ 

将来の成長、競争力強化のために、新たなデジタル技術を活用して新たなビジネスモデル

を創出・柔軟に改変すること。 

テレワーク ＩＣＴ（情報通信技術）を利用し、時間や場所を有効に活用できる柔軟な働き方のこと。 

特定緊急輸送道路 

高速自動車国道、一般国道およびこれらを連絡する幹線的な道路並びにこれらの道路と

知事が指定する拠点（指定拠点）とを連絡し、または指定拠点を相互に連絡する道路を緊

急輸送道路といい、このうち、特に都内の主要な防災拠点、空港や港湾を結ぶ道路、緊急

物資や救援活動の受入れのための道路等、沿道建築物の耐震化を図る必要がある道路

として指定する道路。 

特定緊急輸送道路沿道
建築物 

特定緊急輸送道路に敷地が接する旧耐震建築物のうち、高さがおおむね道路幅員の１/２

以上の建築物。「東京における緊急輸送道路沿道建築物の耐震化を推進する条例」およ

び「建築物の耐震改修の促進に関する法律」により、耐震診断の義務付けなどがされてい

る。 
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特定整備路線 
震災時に特に甚大な被害が想定される整備地域を対象に、災害時の延焼遮断や避難路、

緊急車両の通行路となるなど、地域の防災性向上に大きな効果が見込まれる都市計画道

路。 

特別工業地区 
特別用途地区のひとつ。地場産業の保護育成と公害の防止を図ることを目的として指定

し、工場の業種や風俗営業を営む店舗を制限する地区のこと。 

都市再生緊急整備地域 
「都市再生特別措置法」に基づく、都市の再生の拠点として、都市開発事業等を通じて緊

急かつ重点的に市街地の整備を推進すべき地域。 

都市防災不燃化促進事
業 

不燃化促進区域内において、２階建て以上の耐火建築物または準耐火建築物を建築す

る者に対し、建築物の１階から３階までの床面積の合計に応じ、建築費の一部を助成す

る。事業主体は区で、当事業を行う区に対して、都および国から補助金が交付される。 

土地区画整理事業 
「土地区画整理法」に基づき、道路、公園、河川などの公共施設を整備・改善し、土地の区

画を整え宅地の利用の増進を図る事業。 

土地利用転換 従来の土地の使い方を別の目的の使い方に変更すること。 

な行 

燃料電池自動車
燃料電池で水素と酸素の化学反応によって発電した電気エネルギーを使って、モーター

を回して走る自動車。 

排水機場 ポンプにより堤内地側の水を川へ排出する、雨水を川へ汲み出す施設。 

羽田空港アクセス線 ＪＲ東日本が計画する、東京都心部と羽田空港とを結ぶ新しい鉄道路線のこと。 

パブリックアート 道路、広場、公園などの公共空間に設置される芸術作品。 

バリアフリー計画 

「バリアフリー新法（高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律）」に基づ

き、市町村が、重点整備地区（旅客施設や病院、福祉施設等、高齢の方や障害のある方

等が利用する施設が集まった地区）において、当該地区におけるバリアフリー化のための

方針、事業等を示したもので、「バリアフリー新法」第２５条第１項の移動等円滑化基本構

想として策定するもの。 

ヒートアイランド 都市の気温がその周辺に比べて高くなる現象のこと。 

ビッグデータ 
膨大かつ多様で複雑なデータのこと。スマートフォンを通じて個人が発する情報、カーナ

ビゲーションシステムの走行記録など、日々生成されるデータの集合を指し、単に膨大な

だけではなく、脾摘系でリアルタイムに増加・変化するという特徴がある。 

フィーダー交通 
交通機関の支線を指し、幹線交通に交通を集中したり、幹線交通から交通を分散したり

する役割を持つ。鉄道の場合には、バスやタクシー、シェアサイクルなどの端末交通が、道

路では幹線道路に接続する補助幹線道路や区画道路がこの役割を担う。 

不燃化特区 

不燃化推進特定整備地区。整備地域の中でも地域危険度が高いなど、特に重点的・集中

的に改善を図るべき地区について、区から提案を受け、都が期間や地域を限定して、老朽

木造建築物の建替え・除却への助成や固定資産税等の減免措置など特別の支援を行う

地区。 

不燃領域率 

市街地の燃えにくさを表す指標。一般的に３０％程度以下であると大規模な地震等で出

火した場合、焼失率が ８０％を超え、極めて危険な状態であるとされる。 

４０％以上でその焼失率は急激に低下し、７０％を超えると焼失率はほとんどゼロとなり、

延焼の危険性はほぼなくなるとされている。 
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文教地区 
特別用途地区のひとつ。大学および学校等が集積している地区で良好な文教的環境の

保護を図る住宅地等に指定するもの。住居系用途地域については第一種文教地区に、そ

の他の用途地域については第二種文教地区に指定する。 

防災街区整備地区計画 

「密集市街地における防災街区の整備の促進に関する法律」に基づく地区計画制度。地

区の防災機能の確保の観点から主要な道路等の公共施設を地区防災施設として位置付

け、これに沿って建築物の耐火構造化を促進すること等によって、道路と建築物が一体と

なって延焼防止機能や避難機能を確保することを目的としている。 

防災道路 
災害時の通行可能な幅員６ｍを目安とし、地区の実情に応じて災害時に通行できる空間

を確保する目的で整備している道路。 

ポケットパーク 
潤いや休憩のために道路脇や街区内の空地などに整備された比較的小規模な公園空間

のこと。 

保水性舗装 
雨の日などに吸収した水分を晴れた日に蒸発させ、気化熱を奪うことにより、道路に水を

まいた時と同じようにして、道路の表面温度を低下させることができる舗装。 

ま行 

街並み誘導型地区計画

地区の特性に応じた建築物の高さ、配列および形態を地区計画として一体的に定め、工

作物の設置の制限等必要な規制を行うことにより、前面道路幅員による容積率制限等の

建築物の形態に関する制限の緩和を行い、個別の建築活動を通じて街並みを誘導しつ

つ、土地の合理的かつ健全な有効利用の推進および良好な環境の形成を図ることを目的

とした制度。 

密集住宅市街地整備促
進事業 

老朽建築物の除却・建替えや、地区施設の整備等を総合的に行うことにより、良好な住環

境を備えた住宅の供給を促進すると同時に、防災性の向上を図る事業。 

みどり率 
対象区域面積に対する、樹林地、草地、農地、宅地内の緑（屋上緑化を含む。）、公園、街

路樹、河川、水路、湖沼などの面積が占める割合。 

無電柱化 
道路の地下空間を活用して、電力線や通信線などをまとめて収容する電線共同溝などの

整備により、道路上にある電柱や電線をなくすこと。 

木造住宅密集地域 
震災時に延焼被害のおそれのある老朽木造住宅が密集している地域として、老朽木造建

築物棟数率３０％以上かつ、住宅戸数密度５５世帯/ｈａ以上かつ、補正不燃領域率 ６０％

未満の地域。 

や行 

ユニバーサルデザイン
年齢、性別、国籍、個人の能力等にかかわらず、多様な人々が利用しやすいよう俊哉生活

環境をデザインする考え方。 

容積率制限 敷地面積に対する延べ床面積の割合。敷地に対して建てられる床面積を制限するもの。 

ライフステージ 
ひとの一生を段階別に区分したもの。「幼年期・児童期・青年期・壮年期・老年期」や「新婚

期・育児期・教育期・子独立期・老夫婦期」などがある。 

リニア中央新幹線 
超電導磁気浮上式により、時速約５００ｋｍ（現在の新幹線の約２倍）で東京―名古屋―

大阪を約１時間で結ぶ新幹線の整備計画路線。 

リノベーション 建物を修復し、新しい仕様や用途に再生すること。 

連続立体交差化／ 
連続立体交差事業 

道路と鉄道との交差部において、鉄道を高架化または地下化すること。また、その事業。

多数の踏切を一挙に除却し、踏切渋滞、事故を解消するなど都市交通を円滑化するとと

もに、鉄道により分断された市街地の一体化を促進する。 
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Ａ～Ｚ 

ＢＯＤ 
Ｂｉｏｃｈｅｍｉｃａｌ Ｏｘｙｇｅｎ Ｄｅｍａｎd の略。生物化学的酸素要求量のことで、河川や工場

排水の有機物による汚濁状況を図る代表的な指標。 

ＨＥMＳ 
Ｈｏｍｅ Ｅｎｅrｇｙ Mａｎａｇｅｍｅｎｔ Ｓｙｓｔｅｍ の略。住宅のエネルギーを居住者自らが把握

し、管理するためのシステムのこと。 

ＩＣＴ 
Ｉｎｆｏrｍａｔｉｏｎ ａｎd Ｃｏｍｍｕｎｉｃａｔｉｏｎ Ｔｅｃｈｎｏｌｏｇｙ（情報通信技術）の略。情報処理

および情報通信に関連する諸分野における技術・産業・設備・サービス等の総称。 

ＩｏＴ 
Ｉｎｔｅrｎｅｔ ｏｆ Ｔｈｉｎｇｓ の略。コンピュータなどの情報・通信機器だけでなく、世の中に存

在する様々な物体（モノ）に通信機能を持たせ、インターネットに接続したり相互に通信す

ることにより、自動認識や自動制御、遠隔計測などを行うこと。 

MａａＳ（マース） 

Mｏｂｉｌｉｔｙ ａｓ ａ Ｓｅrｖｉｃｅ（サービスとしての移動）の略。地域住民や旅行者一人ひとりの

トリップ単位での移動ニーズに対応して、複数の公共交通やそれ以外の移動サービスを

最適に組み合わせて検索・予約・決済等を一括で行うサービスであり、観光や医療等の

目的地における交通以外のサービス等との連携により、移動の利便性向上や地域の課題

解決にも資する重要な手段となるもの。 

Ｐａrｋ-ＰＦＩ 制度 

公園管理者が設置する都市公園内で飲食店・売店等の公園の利用者の利便向上に資す

る施設（公募対象公園施設）と、当該施設から生ずる利益を活用してその周辺の広場・遊

具等（特定公園施設）の整備・改修等を一体的に行う民間事業者を公募により選定する

「公募設置管理制度」のこと。 

ＳＤＧｓ 
Ｓｕｓｔａｉｎａｂｌｅ Ｄｅｖｅｌｏｐｍｅｎｔ Ｇｏａｌｓ の略で、２０３０（令和１２）年を年限として、２０１５

（平成２７）年９月の国連サミットで採択された国際目標。 

ｔ-ＣＯ2
温室効果ガスの発生量を示す単位のこと。６種類の効果ガスをＣＯ２基準で換算して重量

で表したもの。 

ＺＥＢ（ゼブ） 

ｎｅｔ Ｚｅrｏ Ｅｎｅrｇｙ Ｂｕｉｌdｉｎｇ の略。快適な室内環境を実現するとともに、空調、照明等

に必要なエネルギーを極力減らしながら、創エネによって使用するエネルギーを創出する

ことにより、年間の一次エネルギー消費量を正味（ネット）でゼロにすることを目指した建

築物。 

ＺＥＨ（ゼッチ） 

ｎｅｔ Ｚｅrｏ Ｅｎｅrｇｙ Ｈｏｕｓｅ の略。快適な室内環境を実現するとともに、空調、照明等に

必要なエネルギーを極力減らしながら、創エネによって使用するエネルギーを創出するこ

とにより、年間の一次エネルギー消費量を正味（ネット）でゼロにすることを目指した建築

物。 
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出典等 

【出 典】 

品川区史２０１４ 

【画像提供】 

しながわＷＥＢ写真館 

国立国会図書館デジタルコレクション 

国土交通省 

東京都 

一般社団法人東京都港湾振興協会 

一般社団法人大崎エリアマネージメント 

６

本計画の地図は、東京都知事の承認を受けて、東京都縮尺２，５００分の１地形図を利用して

作成したものである。 

（承認番号）３都市基交著第６１号 

（承認番号）３都市基街都第１５号、令和３年４月２１日 
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